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【参考３】収支予算書の作成 

 

社会福祉法人は、社会福祉法人会計基準に従って会計処理を行うこととされており、「社会福祉

法人会計基準の運用上の取り扱い」や「社会福祉法人会計基準の運用上の留意事項」などの関係

通知に、会計処理の方法が詳細に定められています。収支予算書の作成にあたっても、社会福祉

法人会計基準及び関係通知に準拠して作成する必要があります。 

 

（１）予算書の作成単位 

①事業区分 

実施する事業に応じて、社会福祉事業、公益事業、収益事業に区分する必要があります。 

②拠点区分 

一体として運営される施設、事業所または事務所をもって１つの拠点区分とします。具体

的な区分については、法令上の事業種別、事業内容及び実施する事業の会計管理の実態を勘

案して区分を設定します。 

    ただし、下記の施設種別は独立した拠点区分としなければいけません。 

 

 

 

 

 

 

③サービス区分 

拠点区分において実施する事業別に区分する必要があります。 

 

（２）予算書作成上の考え方 

①拠点区分ごとに予算を編成して下さい。 

②複数の事業区分を経営する場合は、各拠点区分を合計した予算書も作成して下さい。 

③必要に応じて、サービス区分ごとに予算を編成しても構いません。 

④法人設立時の予算編成では、設立に係る収支を明確にするため、本部会計を拠点区

分の１つとして設定してください。（法人設立後は、拠点区分またはサービス区分

を選択することになります。） 

 

 

○独立した拠点区分を設ける施設種別 

保護施設、社会参加支援施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム 

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、婦人保護施設、児童福祉施設 

母子・父子福祉施設、障害者支援施設、介護老人保健施設、病院及び診療所 
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（３）予算編成上の留意点 

   ①予算編成に使用する勘定科目は、P１１４の「社会福祉法人会計基準の運用上の留意事

項」別添３「勘定科目説明」に準拠してください。 

②事業収入（介護保険事業収入、保育事業収入等）は事業計画に基づき、積算して下

さい。 

③人件費や法定福利費等は、事業計画の職員配置に基づき積算してください。 

④当期末支払資金残高は運転資金贈与額以上の金額が繰り越される必要があります。 

⑤経営する事業ごとに、通知によって資金の使途制限が定められているので遵守して

下さい。 

  

 

 

 

 

 

 

○事業ごと資金の使途制限等に関する通知 

（ⅰ）保育所 

・子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する

委託費の経理等について 

（平成27年９月３日／府子本第254号、雇児発0903第６号）  

（ⅱ）措置費等支弁対象施設 

・社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及 

び指導について 

（平成16年３月12日／雇児発第0312001号・社援発第 

0312001号・老発第0312001号） 

（ⅲ）特別養護老人ホーム等の介護保険施設・事業 

・特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について  

（平成12年3月10日／老発第188号） 

（ⅳ）障害者総合支援法指定施設・事業 

・障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱いに 

ついて（平成18年10月18日／障発第1018003号） 
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（４）設立（建設）年度の資金収支計算書の勘定科目（抜粋） 

 

項目 カテゴリ 
勘定科目 

注意点等 
大区分 中区分 

寄附金関係（贈与契約書） 

法人事務費 事 業 活 動 に よ

る収入 

経 常 経 費 寄 附

金収入 

 本部拠点区分に計

上する。 

施設整備費の 

自己資金 

施 設 整 備 等 に

よる収入 

施 設 整 備 等 寄

附金収入 

施設整備等寄附

金収入 

 

運転資金 施 設 整 備 等 に

よる収入 

施 設 整 備 等 寄

附金収入 

施設整備等寄附

金収入 

 

基本財産 

（定期預金） 

そ の 他 の 活 動

による収入 

そ の 他 の 活 動

による収入 

法人設立時基本

財産寄附金収入 

その他の活動によ

る支出「基本財産

定期預金支出」を

同額計上する。 

借 入金利息相当

額の寄附金 

事 業 活 動 に よ

る収入 

経 常 経 費 寄 附

金収入 

  

借 入 金元金償還

のための寄附金 

施 設 整 備 等 に

よる収入 

施 設 整 備 等 寄

附金収入 

設備資金借入金

元金償還寄附金

収入 

 

補助金関係（補助金決定通知書、内示通知書等） 

施設整備、設備整

備の補助金 

施 設 整 備 等 に

よる収入 

施 設 整 備 等 補

助金収入 

施設整備等寄附

金収入 

補助対象年度ごと

に計上する。 

借 入金利息に対

する補助金 

事 業 活 動 に よ

る収入 

借 入 金 利 息 補

助金収入 

  

借 入 金元金償還

のための補助金 

施 設 整 備 等 に

よる収入 

施 設 整 備 等 補

助金収入 

設備資金借入金

元金償還補助金

収入 

 

借入金関係（借入金決定通知、償還計画） 

施 設整備資金の

借入 

施 設 整 備 等 に

よる収入 

設 備 資 金 借 入

金収入 

  

借 入 金利息の支

払予定額 

事 業 活 動 に よ

る支出 

支払利息支出   

借 入 金元金の償

還額 

設 備 整 備 等 に

よる支出 

設 備 資 金 借 入

金 元 金 償 還 支

出 
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施設整備（見積書等） 

土地購入費 施 設 整 備 等 に

よる支出 

固 定 資 産 取 得

支出 

土地取得支出  

設計管理費 施 設 整 備 等 に

よる支出 

固 定 資 産 取 得

支出 

建物取得支出 法人設立前の費用

である基本設計料

は、含まない。 

建築工事費 施 設 整 備 等 に

よる支出 

固 定 資 産 取 得

支出 

建物取得支出 構造物の取得が含

ま れ て い る 場 合

は、「構造物取得

支出」を別途計上

する。 

車輌の購入 施 設 整 備 等 に

よる支出 

固 定 資 産 取 得

支出 

車輌運搬具取得

支出 

 

器 具及び備品の

購入（固定資産） 

施 設 整 備 等 に

よる支出 

固 定 資 産 取 得

支出 

器具及び備品取

得支出 

耐用年数が１年以

上で、１個又は１

組の金額が１０万

円以上のもの 

器 具及び備品の

購入（１個又は１

組の金額が１０

万円未満のもの） 

事 業 活 動 に よ

る支出 

事務費支出 事務消耗品費支

出 

内容により勘定科

目が異なる 

事業費支出 消耗器具備品費

支出 

介護用品費支出 

保育材料費支出 

内容により勘定科

目が異なる 

ソ フトウェアの

購入 

施 設 整 備 等 に

よる支出 

固 定 資 産 取 得

支出 

ソフトウェア取

得支出 

支出内容で、固定

資産取得支出「○

○取得支出」と科

目を設定する。 

土地・建物・物品等の贈与 

固定資産の贈与 

（土地・建物等） 
― ― ― 

収支予算には計上

しない。 

固 定資産以外の

物品の贈与 

事 業 活 動 に よ

る収入 

経 常 経 費 寄 附

金収入 

 固定資産以外の物

品は、取得時の時

価により、経常経

費寄附金収入と美

物品を購入した場

合の勘定科目で支

出を計上する。 

事 業 活 動 に よ

る支出 

事務費支出 事務消耗品費支

出 

事業費支出 消耗器具備品費

支出 

介護用品費支出 

保育材料費支出 

 


